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自の補助金 を受 けて実施 した ものですこの事業oo



序

データベースは、わが国の情報化の進展上、重要な役割 を果たす もの と期待 されている。

今後、データベースの普及により、わが国において健全な高度情報化社会の形成が期待され

る。さらに海外 に対 して提供可能 なデータベースの整備は、国際的な情報化への貢献および

自由な情報流通の確保の観点 からも必要である。しか しなが ら、現在わが国で流通 している

デ ータベースの中でわが国独 自の ものは1/3に すぎないのが現状であ り、わが国データベ

ースサービスひいてはバ ランスある情報産業の健全な発展を図るためには、わが国独 自のデ

ータベ ースの構築 およびデータベ ース関連技術の研究開発を強力に促進 し、データベースの

拡充を図る必要がある。

このような要請に応えるため、(財)デ ータベース振興セ ンターでは日本 自転車振興会か

ら機械工業振興資金の交 付を受けて、データベースの構築お よび技術開発について民間企

業、団体等 に対 して委託事業 を実施 している。委託事業の内容は、社会的、経済的、国際的

に重要で、また地域および産業の発展の促進に寄与すると考 えられているデ ータベースの構

築 とデータベース作成の効率化、流通の促進、利用の円滑化 ・容易化などに関係 したソフ ト

ウェア技術 ・ハー ドウェア技術である。

本事業の推進に当って、当財団に学識経験者の方 々で構成 されるデータベース構築 ・技術

開発促進委員会(委 員長 前山梨学院大学教授 蓼沼良一氏)を 設置 している。

この 「砂漠化防止技術デ ータベース」は平成6年 度のデータベ ースの構築促進および技術

開発促進事業 として、当財団が株式会社新産業創造センターに対 して委託実施 した課題の一

つである。この成果が、データベースに興味をお持ちの方 々や諸分野の皆様方のお役 に立て

ば幸いである。

なお、平成6年 度データベ ースの構築促進および技術開発促進事業で実施 した課題は次表

のとお りである。

平成7年3月

財団法人 データベース振興セ ンター



平成6年度 データベース構築・技術開発促進委託課題□覧

分 野 課 題 名 委 託 先

1報 道ニ ュースのマルチメデ ィアデータベ ース構築 日本電子計算㈱名古屋支店

2携 帯型電子新聞プロトタイプの開発 ㈱日 日経データ

社 会 3SPORTSPOWERINI)脳 のパイロ ッ ト版デ ータベースの構築 ㈱ ビデオ ・リサーチ

4画 修」寸き地図資料データベースのプロトタイプの作成 (財)地 図情報センター

5パ ソコンを利用した副作用症例データベースの構築調査 協立医師協同組合

6関 西イベ ン ト&プ ロジェク トデータベ ース構築 ㈱京者噺 聞社

中小企業振興 7ハ イビジョン大型映像ソフ ト流通促進用データベース構築 (財)大 阪科学技術センター

地域 活性化 8分 散協調型データベースのための高度運用システムの開発 ㈱エマ ーズ

と学習支援環境への応用

9電 子デバイス情報の電子化 ドキュメン トのプロ トタイプ 電子デバイス情報サービス㈱

作成

海 外 10海外ユーザ向けの国産データベース検索支援用端末ソフ ト カテナ㈱

ウェアの開発

11連想検索写真データベースのプロ トタイプ作成 シャープ㈱

12レ ーザ ー研究デ ータベ ースの構築 (財)応 用光学研究所

技 術 13砂漠化防止技術データベース ㈱新産業創造センター

14メディア変換型感 性データベースの構築方法の研究 (財)イ メージ情報科学研究所

15フ ォール トトレランスな多デ ータベ ースサ ーバ システムに ㈱ シネジ ャーナルプロダクシ ョン

関する調査研究

16創出キーワー ドの自動付与に関する調査研究 ㈱ エレク トロニ ック ・ライブラ リー
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1.概 要

「UnitedNationsConventiontoCombatDesertificationinThoseCountries

ExperiencingSeriousDroughtand/orDesertification,ParticularlyinAfrica」(深

刻な干 ばつ又 は砂漠化 に直面 している国(特 にアフ リカの国)に おける砂漠化の防止のた

めの国際連合条約:略 称;国 連砂漠化防止条約)が1994年6月 に政府間交渉会議 で採択 さ

れ 、日本政府 は1994年10月 に署名 した。今後 、国際社会 は乾燥地等の砂漠化や深刻 な干ば

つの与 える悪影響 に関 し、十分な認識 と具体的 な対応を早急 に実施 して いかなければなら

ない。

1977年 の国際連合の砂漠化防止会議(UnitedNationsConferenceonDesertification)

においては、砂漠化 防止行動計画(PlanofActiontoCombatDesertification)が 採択 さ

れ、 この会議以来、 「砂 漠化」は人類の生存を脅かす地球規模の環境問題のひ とつ として

注 目されて きた。すでに、現在までに多 くの努力が重ね られて きたが、砂漠化による土壌

や環境 の荒廃 は依然 と して進行 して いる。早ばつ による大量 の飢餓の発生や治安 の悪化

は、砂漠化 に直面 する国 々の経済の低下 と疲弊を招 き、近隣諸国への大量 の難民 の発生 を

生み出 し、新 たな国際問題、民族紛争 の引 き金 となっている。 また、地方 の生活 ・生産基

盤 の崩壊 は、都市部へ の人口集中、ス ラム化を生みだしている。 このよ うに、砂漠化問題

は単 に特定地域 での土壌 の荒廃や生産力の低下 にとどまらず、それぞれの 自然環境条件や

社会経済的条件に よる著 しい地域差 をもっている。

今後 、我が国は国際貢献のひ とっ として、経済協力、技術協力 などを通 じて これ ら砂漠

化に直面 する諸外国へ、産業 ・科学技術の応用や人的な貢献が求め られてい くもの と考 え

られ る。 しか しなが ら、砂漠化防止技術 は単 に一分野の産業技術 に求め られるものではな

く、広 範な分野 の協力 と選択すべき工法や機器 ・資材の組み合わせ に関す る検討が必要 と

され る。 しか も、砂漠化防止対策 には長期の調査研究や地元住民を含 む関係者 のじみちな

努力の積み重ねが求 め られる。

この よ うに砂漠化 防止 プロジェク トは、環境的 、経済的、社会的な影響度が高 く、極め

て公共性 の高 いプ ロジ ェク トであ り関連する分野 も幅が広 い。 しか しなが ら、我 が国 には
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砂漠が存在せず 、また海外の砂漠そのものの地域性が大 きい。既に、わが国の砂漠化防止

関連の取組 は、学術調査 や開発国援助 とい う形で種 々の事例が有 りなが ら、過去の成果や

現在 の取組に関する一 元的な情報の集積がな く、関与する自然科学系、人文科学系の広範

な分野間での連携が少ないのが実状である。関連する情報 は広範な分野に横断的で、かつ

海外に蓄積 された情報が多 く、日本人研究者 、技術者に とっては情報収集や利用で効率的

な作業 が行い難 い状況である。

この様 な背景か ら、本デ ータベ ースは砂漠化防止技術に特化 し、調査研究 ・計画立案業

務の効率化 と研究者 ・技術者の情報交換 の活発化 を図ることを目的に構築 を行 った。

1.1目 的

1992年 に開催 され た地球環境サ ミッ トで採択 され た環境 保全 の行動計画 「アジェンダ

21」 に盛 り込 まれた 「砂漠化防止条約」は、1994年10月 の署名式 を経 て、1995年 中にも

発効す る予定で ある。条約 はその前文 において 、砂漠化及び干ばつが世界の全ての地域 に

影響 を与 える ものであ ることを強調 し、現代及び将来の世代の利益のために砂漠化の防止

及び干 ばつの影響の緩和について、国際社会が共同 した行動を とることを訴 えている。

この ように近年 、地球環境 問題 のひ とつであ る砂漠化防止 に対す る国際的 な関心 が高

まってお り、今後我が国に対 しても従来以上 にこの分野に於 ける人的、技術的貢献が求め

られてい くと思 われ る。我 が国の砂漠化問題へ の取 り組みは、従来、大学所属の研究者 ら

の砂漠化研究は大部分が調査研究で、具体的な砂漠化防止対策やプ ロジェク トは少 ない。

一方 、民間の援助 団体(NGO)の プ ロジェク トは小規模のものである。 また、先進国で

開発され た先端 的な技術 をその まま開発途上国へ適用 しようとして、地域性(自 然環境条

件、社会経済的条件)を 考慮せずか えって環境破壊 を導 くと批判 され る事態 も見 られる。

これは我が国に砂漠 が存在 しないことにもよるが、同時に研究者や専門家の不足 も指摘

されている。 この砂漠化防止関連研究の蓄積 と若年研究者の育成 は急務の課題である。 し

たが って、これ ら専 門家の情報収集の効率化 を支援 し、またこの情報が広 く利用され得 る

形態で蓄積 され る必要 がある。さらに防止対策の計画立案 には、先端技術 の導入のみでは
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なく、持続可能な土地利用 システムの構築を目的に した適正技術 の適用が求め られ る。そ

の ために、現地の状況 な どを多角的に情報収集 し、検討 をするために、網羅的な科学技術

の整理や人文 ・社会学 的 な情報整理 が望 まれる。

すでに述 べたよ うに砂漠化防止 は、広範 な分野 に関係するため情報源が分散 してお り利

用者 に とって情報収集 しづ らい状況になっている。本データベースは、砂漠化 防止技術関

連情報 に特化す る事 に より、利用者の使 い勝手 を向上 させる と同時 に、砂漠化防止 に係わ

る研究者 、技術者の活動情報を収録 する事に より、利用者間の情報交流を活発化させ る事

を目的 としている。 さらに、将来的には海外に対 しても、我が国の砂漠化防止 に関する活

動状況 を知 る有益 な情報源 となるべ く整備拡充を目指す。

1.2予 想 され る効果

砂漠化防止調査研究 ・計画立案に携わる者に とっては、自分の欲 しい情報 が どこに行 け

ば得 られ るのかさえわか らない事が多い。本データベースを使用す る事 によ り砂漠化 防止

関連 の専門家 が必要 とする国内 ・海外の主要 な情報源へのアクセス方法 を簡単 に知 る事 が

で き、必要 な情報収 集、関連プロジェク トの調査研究 ・計画立案業務の効率化が可能にな

る。

各研究者 ・技術者 は自分が関係 しようとしている当該砂漠地 に於 ける過去 の調査研究実

績 を網羅的に調査 する必要がある事 が多い。本デー タベースは 「人の活動情報 」 という形

で主要 な専門家 の調査研究歴 を収録 し検索 できるので、プロジェク ト情報 に関する効率 的

な情報 収集が可能 である。砂漠化防止の よ うに関係 する専 門家の幅が広 い分野 にあ って

は、本 データベースは関係者間の情報交流を活発化させる有効なツールにな りうる。
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1.3実 施 内容

本デ ータベースの構築 をすすめるにあたって、学識経験者 、専門家 か らなる専門委員会

を設置 し、調査対象 、項 目の妥当性やシステムへの提案 など専門的 な検討 を行 った。

実施体制及 び委員名簿 を以下に示す。

(1)実 施体制

事 務 局

(新産業創

造センター)

全体管理

入 力情報調査 ・収集

システム基本設計

データ整理 ・投入

調査対象 、調査項目等の

妥 当性判 断 ・システム基本

設計の レビュー

国内情報調査

海外情報調査

システム開発
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(2)専 門委員会名簿

砂漠化防止技術データベース専門委員会委員(順 不同、敬称略)

委員長:松 本 聰 東京大学農学部教授

委 員:竹 内 芳親 鳥取大学農学部教授 乾燥地研究センター

委 員:地 崎 修 通商産業省 生物化学産業課

委 員:真 木 太一 農林水産省 農業研究センター

委 員:長 濱 直 日本沙漠学会 事務局

(3)実 施の経緯

実 施 項 目

'94年

7月18月19月110月111月112月

'95年

1月12月13月

:1惣籔i=i
第、回専門委員会1

既存細 情綱 収集1

欝1懇
1

データ醐 投入1

籔 二1委員会i

報告書作成1

▽1
___」

ゴ
→
▽
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(4)デ ータ内容

本データベースは以下の3つ のサブデー タベースか ら構成 される。

(a)既 存デー タベース所在情報

砂漠化防止関連の専門家に とって有用 と思われる国内 ・海外のデー タベースに関す

る所在情 報を収録する。

主 に以下 の種類のデータベースを対象 とする。

① 開発援助関係のデータベース

② 海外の農学 ・工学系のデータベース

③ 気象関係 デー タベース

④ 国内試験研究機関などのイ ンハ ウスデー タベース

⑤ 国内の商業データベース

主に以下の項 目を収録する。

① デー タベース名

② 所在地

③ 連絡先

④ 公開の程度

⑤ アクセス方法

(b)既 存文献所在情報

砂漠化防止関連の専門家にとって有用と思われる国内 ・海外の資料等文献に関する

所在情報 を収録する。

主に以下の種類の文献を対象 とする。

① 海外機関の技術レポー ト類

② 学会論文報告

③ 講演会 ・シンポジウム資料

④ 調査報告書(各 省庁等)

⑤ 試験研究機関の研究報告
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主に以下の項目を収録する。

① 文献名

② 発行機関名

③ 連絡先

④ 公開の程度

⑤ 入手方法

(c)人 の活動情報

主要な砂漠化防止関連の専門家の活動情報を収録する。対象となる専門家は日本砂

漠学会、日本砂丘学会、日本緑化工学会等関連学会の会員を中心に、専門委員会の

意見を取 り入れながら選定する。

主に以下の項 目を収録する。

① 所属機関

② 著書、論文

③ 調査研究活動歴

(5)実 施項 目

(a)入 力情報調査 ・収集

①既存データベース所在情報

a)デ ー タ収集 フォー マ ット作成

b)資 料調査 、デー タベース検索

c)特 定の機 関、専門家 に対する ヒアリング調査

②既存文献所在情報

a)デ ータ収集フ ォーマ ット作成

b)資 料調査
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c)特 定の機関、専 門家に対する ヒア リング調査

③人の活動情報

a)デ ータ収集フ ォーマ ッ ト作成

b)ア ンケー ト調査等

(b)シ ステム開発

パ ソコン通信網 か ら利用可能な、EWS上 で稼働する検索 システムの開発

① システム基本設計:画 面等入出力設計 、データベース設計 を行 う。

② プ ログ ラ ム 作 成:シ ステム詳細設計～プログラミング～ テス トを行 う。

③ データ整理 ・投入:収 集された情報を整理 分類 し、システムにデー タ投入する。

④運 用 テ ス ト:本 番環境での運用テス トを行 う。

(c)専 門委員会の開催

調査対象 、調査項 目等の妥当性 を判断するため専門委員によるレビュー
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2.実 施結果

前述 の実施項 目に従 って入力情報調査 ・収集、 システム開発及 び専 門委員会の開催 を

行 った。

2.1入 力情報調査 ・収集

(1)デ ータ収集フ ォーマ ット作成

A.既 存デー タベース所在情報

B.既 存文献所在情報

C.人op活 動情 報

D.機 関情報

について、別紙の とお り4種 のデータフォーマッ トを作成 した。

(2)資 料調査 、 ヒア リング調査

海外情報及び国内情報に区別 して、それぞれ調査を実施 した。

(3)海 外情報の収集概 要

く機関情報 〉

①約80以 上 の組織 を入力

砂漠 に関連 する研究 を行 なっている200件 以上の団体及び研 究機関の基本情報の

確認及び編集作業 を行 い(名 称 、所在地、電話及FAX、 責任者氏名、組織や職員数

等)、 「砂漠」 「砂 漠化」に関連す る研究に積極的に取 り組んで いて、この研究者 と

の連絡 が可能な もの を抽出 した。

②付加情報 の編集作業

各組織で実施 され ている研究分類に関 し、主な分野別 に一覧表を作成 し、各組織で編

集 、発行され公開 されている文献 に関 して整理 した。
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〈文献情報 〉

①タイ トル リス トの作成

文献情報 か ら入手方法 や特に文献の所在 を整理 した。

②イ ンターネ ッ ト

イ ンターネ ッ トを通 じて出版物の 目録及び発行元 は入手可能で、文献の コピーサービス

注文 もイ ンターネ ットで可能 な範 囲で整理 した。

〈デ ー タベ ー ス情報 〉

① デ ー タベ ー ス リス トの作 成 を行 った。

〈個人情報 〉

① 「砂漠」 「砂漠化 」の分野で リーダー的な研究者の情報収集

30名 前後の リーダー的 な研究者 を リス トアップ し、名前、勤務先、主 なあるいは最新

の著作物、最近 の砂漠 に関するプロジェク トや活動 を収録 した。

② プライベ ー ト情報

その他 の情報(生 年 月日、所属学会、 自宅住所、電子メール番号等)に 関 しては、収集

整理 は困難であったため可能な範囲 とした。

(4)国 内情報 の収集概要

くデ ータベ ース情報 〉

①情報の電子化 と蓄積

国内の公 的な機関を対象 に、所有する情報(一 般図書 も含む)の 電子化の状況、蓄積及

び外部への情報提供 の可否を整理 した。

②利用条件

外部への情報提供 を行 っているものについて、情報の種別や提供 の形態等利用者側か ら

み た利用条件を整理 した。
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〈文献情報 〉

①砂漠化 防止プロジェク ト

各省庁による砂漠化防止 に関連する事業の整理 を行い、報告書 などの成果物につ いての

公開性を整理 した。

②利 用条件

外部への情報公開を行 っているものについて、情報の種別や形態等、利用者側か らみた

利用条件 を整理 した。

〈個人情報 〉

下記のアンケー トに よ り、国内で 「砂漠化防止」に関連 する研究 ・事業を行っている人

物(一 部機関)に 対 して 、連絡先及び著述、活動状況について調査を行 った。

(5)ア ンケー ト調査

人 の活動情報につ いて、国内の人物 を対象にアンケー ト調査 を実施 した。

昨年度実施 した 「重要 データベ ース開発計画調査 」でのアンケ ー トでは約980件 の配

布を行 い約440件 の回答 をえた。本年度 はこのアンケ ー ト調査結果を基本 として、調査

対象を選定 した。

① アンケー ト調査

⇔調査方法:郵 送法に よるアンケー ト調査

⑮調査対象:

調査対象者 は日本沙漠学会、日本緑化工学会、日本砂丘学会の うち砂漠化防止 ・砂漠緑

化 に関係する会員及び シンポジウム参加者名簿 より抽出 し、所属企業 や部署の重複 をで き

るだけさせて整理 した。
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:シ ンポジウム等参加者

「湾岸諸国緑化 シンポジウム」(1992年 、東京)

「地球環境国際 シンポジウム」(1992年 、鳥取)

「乾燥地における土壌の荒廃及 びその生態学的 ・工学的修復に関す るシンポジウム」

(1992年 、鳥取)

日本沙漠学会 「第3回 沙漠工学講演会」(1993年 、東京)

「ニ ューアース'93地 球環境技術展」(1993年 、大阪)

@調 査 ス ケ ジ ュ ール:

調 査 票 の発送 ・

〃 督促 ・

〃 期限 ・

… 平 成6年11月 中旬

… 平 成6年11月 下 旬

… 平 成6年11月 末 日

(440件)

(約200件)

⑥調査結果:

郵送 した調査票 への記述 回答に従 って、データの入力 を行 った。

(6)収 録情報

上述の入力情報調査 ・収集、に よる本年度のデータ収集用フォーマ ットへのデ ータ収録

件数 は下記 の通 りであ る。

既存 デー タベース所在情報:合 計33件(国 内4件 、海外29件)

既存文献所在情報:合 計73件(国 内11件 、海外62件)

人の活動情報:合 計244件(国 内194件 、海外50件)

機関情報:合 計104件(国 内21件 、海外83件)
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「砂 漠 化 防 止 技 術 デ ー タ ー ベ ー ス 」
デ ー タ 収 集 用 フ ォ ー マ ッ ト(平 成6年 度 版)

A、 既 存デ ータベ ース所在情報

■ 、 デ ー タ ベ ー ス 情 報

(1)DB略 称(通 称又は略称)

(2)DB正 式名称

①日本語:

②英 語:

(3)DB所 有機関名称(通 称又は略称)

(4)DB概 要(構 築目的等)

①日本語:200字 程度

②英 語:400字 程度

(5)DB収 録情報(収 録内容)

離 鞠
1 ①収録清報の名称

1 ・日本語

1 ・英 語

1 ②収録開始時期又は期間

L纏 塞蟹 、
(6)自 由記述、コメ ン ト

2、 ア ク セ ス 情 報

(1)DBの 公開性(収 録情報毎に異なる場合は、それを明示する)

①公開

②限定公開(そ の場合の声援 者等条件)

③完全非公開

(2)詳 細問い合わせ窓口、部署名
TEL:

FAX:

(3)パ ソコン通信方式

鷹翻 扁㌫=言 ⇒
「 遍 羅 三 一一一ー一一ー ーーー一一一一ーー一1

②通信 ソフト(専 用=通 信ソフ ト、汎用)

及び通信環境設定

③ユーザID又 はゲス トIDの 取得方法

④メインメニュー表示までの操作方法

⑤商用ネットとのゲートウェイの有無

(有の場合はメインメニュー表示までの操作方法)

(5)FAX申 し込み

魔羅灘 辱三一㌫=司
に___________________」

① 申 し込み用紙(専 用又は任意)

専用の時 は取 り寄せ方法:TEL

任意の時は必要項 目

②出力形態

L_竺i≡ 三三上三 笠 亘理 」

L竺 … 竺i三 三 上三 型竺竺廻 一」(6)臨 による申し泌(騰翠 ≧野 欝i⇒

L翌 暢 二三 竺 竺 」L≡ 竺 三 笠 三廻」

一13一



「砂 漠 化 防 止 技 術 デ ー タ ー ベ ー ス 」

デ ー タ 収 集 用 フ ォ ー マ ッ ト(平 成6年 度 版)

B、 既存文献所在情報

■、 文 献 情 報

(1)文 献名称、レポート名

(2)文 献発行機関名称

(通称又は略称)

(3)文 献概要(発 行目的等)

①日本語:200字 程度

②英 語:400字 程度

(4)文 献種別

①機関定期発刊誌

②調査又は研究報告書

③シンポジウム・講演等集会資料

④ニューズレター

⑤その他

(5)定 期発干1爆の場合

購i馴
①発刊開始時期又は期間

L竺 竺 一ー一_」

2、 ア ク セ ス 情 報

(1)文 献の公開性(文 献毎に異なる場合は、それを明示する)

①公開

②限定公開(そ の場合の対象者等条件)

③完全非公開

(2)詳 細問い合わせ窓口、部署名

TEL:

FAX:

(3)公 開形態

騰癬 ⇒

騰鷲

(4)入 手方法(有 料、無料、会員制、その他)

(5)オ ンラインサービスの有無(例:文 献タイ トルの検索等)

有の時はDB名 称

(6)自 由記述、コメソ ト
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「砂 漠 化 防 止 技 術 デ ー タ ー ベ ー ス 」
デ ー タ 収 集 用 フ ォ ー マ ッ ト(平 成6年 度 版)

C、 人の活動 情報

■、 人 物 情 報

(1)氏 名 ① 日本語(フ リガナ)② 英 語(4)勤 務先

(2)生 年月日(5)肩 書 き(所 属部署)調 査時

(3)性 別(6)所 属学会等

2、 著 イ乍 牛勿↑青 報

(1)著 書(2)論 文又は公開された著述物
___一 一 ー 一 一 一 一__一 一 一 一 一 一 一 一

数の場合は、夫々につレ 数の場合は、夫々にっレ

己の項目を収集整理す 己の項目を収集整理す
一 ー 一 一 一 一

瞳「 鐙 」
3、 砂 漠 化 防 止 関 連 活 動 経 歴

i轟轟]難 贈無 言]

4、 ア ク セ ス 情 報

(1)自 宅 ①住所 ②TEL③FAX

(2)勤 務先、部署名(勤 務先は機関情報でカバーする)

直通TEL:(代 表の時は内線番号まで)

FAX:

(3)パ ソコン通信等

メールID:

(4)自 己紹介等自由記述、コメント

日本語:200字 程度

英 語:400字 程度
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「砂 漠 化 防 止 技 術 デ ー タ ー ベ ー ス 」

デ ー タ 収 集 用 フ ォ ー マ ッ ト(平 成6年 度 版)

D、 機関情報

■、 機 関 情 報

(1)機 関名称

(略称又は通称)

(2)正 式名称

①日本語(フ リガナ)

②英 語

(3)所 在地等

①住 所

②TEL

③FAX

(4)概 要(設 立目的等)

日本語:200字 程度

英 語:400字 程度

(5)組 織(関 連部署名一覧、企業:課 、大学:研 究室)

(6)業 務曜日、時間
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2.2シ ス テ ム開 発

(1)基 本要件

①パ ソコ ン通信 によ り、利 用者 自らが検索 できる事。

パソコ ン通信 は、現在急速 に普及 しつっあ り、オ ンライン検索手段 と して はポ

ピュラーな ものにな りつつ ある。 また提供側(運 用側)も 日々の情報提供が 自動

的 に行 え るため、人的負荷が軽 くな る。

②利用者の電話料金負担が少な くなるよう、商用VANの ノー ドが利用で きる事。

大手のパ ソコ ン通信業者が利用 して いる商用VAN(FENICS)を 利用す

る事 によ り、全国約180ヵ 所 のアクセスノー ドを経 由 して、本デ ータベース に

アクセスす る事が可能 にな る。

(2)シ ステム構成

開発費用低減 のため、ハー ドウェア、RDBシ ステム共㈱新産業創造セ ンターに

既設の ものを、最大限有効活用 す る。

①ハ ー ドウエア

S-4/2GX

メモ リ32MB

デ ィス ク2GB

ゲ ー トウ ェイ マ シ ンへ

② ソ フ トウ ェア

ア プ リケ ー シ ョン 検索 ソフ ト(略 称:ANDeT)

RDB INFORMIX-ONLINEV4.1

OS SunOS4.1.2

S皿OSは 米 国SunMicrosystems社 の 商標 で あ る。

INFORMIXは 米国lnformixSoftware社 の商 標 で あ る。

本 デ ー タ ベ ー ス を パ ソ コ ン通 信 か ら検 索 可 能 とす るア プ リケ ー シ ョンソ フ トが 今

回 新 規 に開発 す る部 分 で あ る。(上 図太 線枠 内)

(3)デ ータベース構成

本デ ータベースは以下 のサブデ ータベースか ら構成 され る。

①既存デ ータベース所在情報サブデ ータベース

②既存文献所在情 報サブデ ータベース

③人 の活動情報サ ブデータベース
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(4)ネ ッ トワ ー ク構 成

全 国 ネ ッ ト

一

声

ー

㈱新 産業創造 セ ンター

3.4KHz専 用線 鳥 取 ノー ド F

E

N

I

C＼

S

＼

』 ＼
百/1ぬ チカ

砂漠化 防止技術データやスシス泓

ゲートウェイコンビ戸 夕

9600bpsバ ケット

Astation250Σ :

:

●

利 用 者モデム モデム

一

一
無手順

2400bps

10nbps

口
ノ

/
　 一

<ジ
2GB

＼ ノ

S-4/2GX

館 内LAN(10BASE-5)

且＼ ＼
一 ＼

∠ ＼

一/

百

@P:AccessPoint全 国 約180ヵ 所)

∈

△

(1)アクセス方法

利用者 側か ら見た場 合、ANDeTセ ンター局へ のアクセ ス方 法 はパ ソコ ン通信 セ ンタ ー局 へのア クセス方法 と同様の 操作性 とす る。 即ちモ デムや通信 ソフ トを備 えたパ ソコ ン又 はワー プ ロか ら公衆電

話網 を経 由 して、TRTのANDeTセ ンター局ヘ アクセ スす る。

② ネ ッ トワー クの特徴

①全 国規 模の商用 ネ ッ ト(FENICS)の 利用

TRTはFENICSに 加入 してい るた め、 同ネ ッ トワークの全 国180ヵ 所 のア クセスポ イン トか らANDeTに ア クセスす る事がで き る。 これに よ り利用者側 の電 話料金負担が近 くの アクセスポ

イ ン トまでめ料金 で済む。(鳥 取 までの電話料 金負担を しな くて済 む)

②パ ケ ッ ト多重化 による複数利用者 同時ア クセス可能

鳥取ノ ー ドとTRTゲ ー トウェイ コンピュータ間はパ ケ ッ ト多重 化 され てお り、最大16人 か らの同時ア クセスを可能 に して いる。



(5)画 面 遷移

下 線部が利用 者 の入力部分 であ る。

①ANDeTホ ス ト接 続

CONNECT2400

@P

FENICS-ROAD2

HOSTNAME?

*CTRT

ENTERUSER-ID-一>XXXXXXXX

ENTERPASSWORD-一>YYYYYYYY

近 くのア クセ スポイ ン トまで電話す る。

2400bpsで モデ ム接続が完了す る。

@P(表 示 されな い)と 入力す る。

FENICSネ ッ トワークに接続 されるe

ホス ト名 にCTRTと 入力す る。

ユーザIDを 入力す る。

パス ワー ド(表 示 され ない)を 入力す る。

↓

②ANDeT初 画面

よ うこそ 砂漠 化防止 技術デ 一夕ベー スヘ

デ 一夕ベー スを選択 して下 さい。

1.デ ータ ベー ス所 在情報

2.文 献所在 情報

3.人 の活 動情報

一 一〉 デ ータベ ース番号 を入力す る。

Slの 時2の 時→ ⑧へ3の 時→⑮へ

③ デー タベー ス所 在情報検 索画面

データ ベース所 在情報検 索

1.DB名 称検 索

2.概 要/収 録 内容検 索

一一〉 検索方法を指示す る。

↓1の 時2の 時→⑦

③へ
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④ データ ベース所在情 報DB名 称検索

データベース名称 を入力 して下 さい。

(リターンキーのみ の時 は全 件表示)

一一>ABC

名称の一部をカタカナまたは英語で入力する

入力されたキーで略称又は正式名称を検索

する。

↓

⑤ 検索結果表示

ABCデ ー タベー ス

ABCDデ ータベ ース

BCDデ ー タベー ス

EFGデ ー タベー ス

ABC機 関

ABCD機 関

BCD機 関

EFG機 関

入 力キーに一 致す るもの及 びア イウエオ順A

BC順 で入力 キ ー以降 の ものを表示 す る。

詳 細情報を 見た いDBの 番号を入 力す る。

リタ ーンの み は次頁へ 進む。

9

⑥ 詳細情報表示

略 称:BCD

正式名称:BCDデ ータベ ース

所 有機関:BCD機 関

収録情報:刊 行物

研究会 誌

コメ ソ ト

ー 一>E

リター ンキ ーで次頁

E入 力で④へ

Eの 時co④ へ
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⑦ 概要/収 録内容検索

キー ワー ドを入力 して下 さい。

一一 〉 灌概 入力 されたキー ワー ドが 、概要/収 録内容

にあるデータ ベースを検索す る。

⇒⑤ へ(該 当キーワー ドを含む デ一夕ベ ース一覧表 示へ)

⑧ 文献所 在情報検索 画面

文 献所 在情報検索

1.文 献名称検 索

2.機 関別 文献 検索

3.概 要検 索

一一>1 検索方法を選ぶ。

↓2の 時⇒⑫3の 時ee⑭

⑨ 文献名称検索画面

文献名 称 を入力 して下さ い。

一一〉 アイウエ

名称 の一部をカタカナまた は英語 で入力す る。

へ

↓
⑩
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⑩ 検索結果表示

1.ア イウエオ 文 献

2.ア イウエオカキ 文 献

3.サ シスセ文 献

4.サ シスエソ 文 献

一 一>3

アイウエオ 機関

アイウエ劫 キ 機関

サシ飛 機関

サシスセソ 機関

入力 キーに一致す るもの及び アイ ウエオ順A

BC順 で入力キー以降 の もの を表示す る。

詳細情報を見たい文献の番号を入力する。

リターンのみは衣更へ進む。

↓

⑪ 詳細情報表示

名称:サ シスセ文献

発 行機関:サ シスセ機 関

文献 概要:・ ・・・・ …

文 献種別 レ寿 ト

ー 一 〉 旦

リター ンキーで次頁。

E入 力で⑨へ

⑫ 機関別文献検索画面

機 関名称 を入力 して下 さ い。

一 一>ABC

名称 の一部をカタカナまた は英語 で入力す る。

へ

↓

⑬
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⑬ 検索結果表示

1

9
品

3

4

ABC機 関

ABCD機 関

BCD機 関

BCDE機 関

入 力キー に一致 す るもの及 びア イウエオ頗A

BC順 で入力 キ ー以 降の ものを表示 す る。

該 当機関の番号 を入力 す る。

リター ンキーのみ は次頁

⇒⑩へ(選 択された機関が保有する文献を表示)

⑭ 概要検索画面

キー ワー ドを入力 して下さ い。

一一 〉灌概 入力 され たキ ーワー ドが 、概要/収 録内容

に ある文献 を検索す る。

⇒⑩へ(該 当 キーワー ドを含 む文献を表 示)

⑮ 人の活動情報検索画面

人の活 動情報 検索

1.人 名検索

2.活 動 地域検索

3.プ ロジ ェク ト検 索

一 一〉

↓1の 時

⑮へ

2の 時→⑲へ3の 時 →⑳へ

検索方法を選ぶ。
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⑯ 人名入力

氏名の一部をカタカナまたは英語で入力する

↓

⑰ 検索結果表示

ヤマオ イチロウ

山尾 一郎

ヤマ才知 ウ

山尾 太郎

ヤマダ如 ウ

山 田 太郎
ヤマダツヨシ

山 田 強

AAA大 学

BBB株 式会社

CCC研 究所

TRT

入力 キーに一致 す るもの及 び アイウエオ順A

BC順 で入力 キー以降 の ものを表示 す る。

詳細 情報を見 た い人の 番号を入力 す る。

リター ンの み は次頁へ 進む。

↓

⑱ 詳細情報表示

氏名:山 田 強

生年月 日:XX年XX月XX日

性別:男

勤務先:TRT

リタ ー ンキーで 吹貫。

E入 力 で⑮ へ

Eの 時o⑯ へ
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⑲ 活動地域検索画面

活動地 域を入 力 して下 さい。

一一〉

名称の一部 を カタカナ または英語で入力 す る。

↓

⑳ 検索結果一覧

1.ア フリカ

2.ア メリカ

3.ア シア

入力 キーに一致す るもの 及びア イウエオ順A

BC順 で入 力 キー以降 の ものを表示 する。

該 当地域 を選 択す る。

リター ンの み は次頁へ 進 む。

→ ⑰へ(該 当地 域の活動 に従事 した ことのあ る人 の一覧表へ)

⑳ プロジェクト検索画 面

プロジェクト名称 を入力 して下 さい。

一一 〉

名称の一 部を カタ カナまた は英語 で入力す る。

へ

↓
⑳
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⑳ 検索結果一覧

1.ア イウエオ プ ロ ジ ェ ク ト

2.カ キクケコ プ ロ ジ ェ ク ト

3.サ シスセソ プ ロ ジ ェ ク ト

一 一>3

入力 キーに一致す る もの及 びア イウエオ順A

BC順 で入 力キ ー以 降の もの を表示す る。

該 当プ ロジェク トを選択す る。

リター ンのみ は次 頁へ進 む。

→ ⑰へ(該 当 プロジェ ク トの活動 に従事 した ことのあ る人の一覧 表へ)
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2.3専 門委員会の開催

本デ ータベ ース構築 に関 し、専門委員会 を開催 し専門的な立場か ら砂漠化防止関連情報

の範疇及びデ ータベ ース システムや運用に関 して検討 を行 った。

(1)第 一 回専門委 員会 平成6年9月29曰

く議題及 び審議内容>

1、 資料説明及び検討討議

①平成5年 度実施 のアンケ ー ト結果及び調査結果に関 して

②平成7年 度以降の取 り組みに関 して

③砂 漠化防止技術データベースの扱 う情報 に関 して

④調 査対象及び項 目に関 して

⑤基本 システムに関 して

2、 資 料

1)平 成6年 度事業計画書

2)平 成6年 度調査用紙及び調査対象

3)平 成5年 度調査概要

4)基 本 システム設計書

〈審議の要 旨〉

◇世界的な情 勢 を考 えて も、わが国に とって砂漠化防止にかかわ る情報の一元的な纏 めは

必要 な事業で あろう。

◇昨年 のアンケ ー トが高 い回収率で、砂漠化防止 への関心の高さが伺えるが 、再度回答者

や引 き継 ぎ者 への反復確認の必要がある。

◇人事異動 につ いては出来 るだけ対応 し、内容 の充実 を図る必要がある。

◇情報量が増 え細 かい ものが収録されれば、軽重 に応 じた料金体系 も考 えられる。

◇短期的 にDBは 可能 な ものではないので、関係省庁の援助が必要。
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◇砂漠化防止技術、対策 などの区分けについて整理 する必要。

◇基本編、ア ドバ ンス(AND、OR検 索)な ど検索を進め るシステムの開発が必要。

◇体験型の情報提供が出来ないか。映像、音声、匂いや温度環境等。

◇次世代の担 い手(現 在の青少年)を 対象に ビジュアルな情報提供を特徴 としたら。

(2)第 二回専門委員会 平成7年2月16曰

く議題及び審議内容>

1、 資料説 明及び検討討議

①事業の進捗状況に関 して

②調査結果概要に関 して

③ システムの設計 、プ ログラム作成 に関 して

④運用計画 に関 して

2、 資 料

1)平 成6年 度事業計画書抜粋

2)平 成6年 度調査結果概要

3)シ ステム、運用計画

〈審議の要旨 〉

◇組織か ら個 人に至 るまで 「砂漠緑化」 「砂漠化防止」をキーワー ドに多 くの情報が集 ま

ったが、公 的機関ヘ コンピュータでアクセス した時に、〈無料 アクセス可能〉であって

もその情報 の量や質が心配。また、実際の利用の利便性はど うか。

◇従来個人的な繋 りで情報 を得ていたものが、或 る種のル ール ・ルー トが出来 ることは、

利用者が 目指 す情報へ的確に到達で きる道具 として有用だ と思 う。

◇基本的 には対人間関係なので、要になる 「人 」の情報 を知 りたい。

◇ 日本社会では人 は常 に替わ る事 を考慮 し更新 を行 う一方で、新 しい人材の登録 も必要。

◇ 「個人活動 情報」 の重要性が理解で きるが、基本的な一般情報の整理 も必要。
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◇利用対象者 を研究者 だけに絞 らず、砂漠に関心を持つ普通の人や砂漠の資源、材料探 し

に興味のあ る人 がアクセスできる事 が、利用 を促進する一つの方法。

◇他 の技術 との融合 によ り、よ り質の高 い情報提供形態が考 えられ るのでは。

◇蓄積情報 の量だけでな く、質(重 要情報)の 高 さを伺わせるDB構 築の手法 が必要。

◇収集 した情報 をきめ細 か く整理 し重要度の段階 を分 け、デ ータの付加価値を工夫 し活用

す る事 が必要。

◇今後 とも新 しい情報 、内容を準備する必要があるが、そのアンテナの確保が重要。
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3.今 後の課題

過去の調査結果及び今後のデ ータベ ース運用に際 しての情報取扱に関 して、調査結果の

傾 向や専門委員会 での指摘 を考慮 して、以下の ように課題 を整理 した。

3、1調 査結果 に関 して

(1)平 成5年 度実施の調査結果 について

平成5年 度の 「重要デ ータベ ース開発計画調査」では、情報ニーズ及び情報 シーズの調

査 をアンケ ー トによ り実施 した。アンケー ト送付980件 に対 し436件 の回答 が寄せ ら

れ回答率 は約44%に 達 した。このアンケー トで はかな り面倒な記述を要求 したが、 この

ように多 くの回答 が得 られた事か ら 「砂漠化防止」に係わる人の高い関心が伺われ、本 デ

ータベ ースの構築 に対 する潜在的要求があるもの と推察され た
。

しか しなが ら、昨年度のアンケ ー トの回答者が既 に移動 している事 も考え られ、本件 の

引き継 ぎ者 を紹介 して もらう等、情報が途切れ ない様 に常 にコンタク トを行 う必要が指摘

され た。 したがって、デ ータベ ース情報の利便性 を高め る基本 として、昨年度調査デ ータ

を見直 し情報 ニーズの再確認 を行 う事が課題であ る。

(2)平 成6年 度実施の調査結果 に関 して

本年度 は既存デ ータベ ース、既存文献の所在情報及び個人活動情報を調査収集 し、作成

のデ ータフォーマ ッ トにしたが ってデ ータ入力 を進 めた。組織か ら個人 に至 るまで 「砂漠

緑化」 「砂漠化防止」 をキ ーワー ドに情報が集 まったが、昨年度情報の再検討 と合わせ、

今後 これを素材 にどの ように使い易 いデータベ ースを構築 してい くかが課題 となる。

例 えばデ ータベ ース所在情報では、確かに公的研究機 関等の建前は情報公開で情報 アク

セスや検索は可能だが、実際の検索作業等で利用 しに くい面(無 料提供の場合では情報 の

範囲や量は どの程度か等)が 指摘 された。また、情報は 「量」だけでな く、どうやって最

終的にその情報に辿 り着 いたか 「情報への到達の道程」にこそ価値があると指摘 された。

したがって、デ ータベ ースや文 献等の基本 的な情報源への アスセス方法が本デ ータベ
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一スで検索 出来 るだ けで は、利便性が高 い とは言えず、利用者の側 にたった情報提供形態

を検討す る事 が課題で ある。

国内個人活動情報 は昨年度のアンケー ト調査への回答書 を基本 として、440件 の アン

ケ ー トを実施 した ところ、約40%の 回答が得 られ た。回答者による内容の多少はあるも

のの基本的 な情報 として本データベ ースの核 にな りうると推察 され、継続的なコンタク ト

と情報 の更新が課題 であ る。

3.2今 後の取 り組み

(1)方 向性

砂漠化防止対策 は持続 的土地利用 システムが維持できるような、地域の 自然的、社会的

条件を生か した適正技術 の適用が必要である。そのためには、 日本 とは異なる環境や文化

を知 るため の人文 ・社 会学的研究 も求め られる。

したがって、計画立 案者が技術をどのような形 で現地 に適用するか、方向付 けの基礎 と

なる現地 の状況や知識 を多面 的に収集 ・確認することが必要 となる。そのためには、科学

技術面では有効 な技術 を網羅的に収録 ・整理することが求め られ、同時に人文 ・社会学面

の情報について も整備 されることが望 ましい。 このように技術情報 を主体 に、当該国の人

文 ・社会学 情報 も含めて 「砂漠化防止技術情報」の扱 う範囲 とする。

砂漠化関連の情報 には次のような特徴がある。

第一 に、砂漠化 防止 の範 囲が広 く地域の特性に応 じて適正な技術を柔軟に適用する必要

がある。多分野の量 的に も充実 した知識 ・情報が求め られるが、砂漠化問題 に特化 した情

報源は存在 しないため、情報の集約化 ・一元化 を図 る必要があ る。

第二 に、国際機関や国内の関係機関において、個 々には情報が整備されつつあるが、全

体的 として情報源が分散 し、取 り扱 うべ き情報の分野が広い ことか ら、効率的な情報収集

が しづ らい。

第三 に、砂漠地 にお ける自然現象 などの変化 は短期間に起 こるものではないため、長期

的 にデー タを蓄積 し観察 し続ける必要がある。
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第四に、砂漠地 は地域性 が大 きいため、地域毎 に細か く情報を整備する必要 がある。

この ような点か らみて、砂漠化防止 に関する情報化 を進める必要 があると考え られる。

そ こで、本データベ ース情報の商品化を前提 とした情報範囲 と内容 に関す る継続的な確

認作業 を行 い、データの収集 と更新 を行いなが ら情報の新鮮 さを保つ事 が課題 となる。過

去2年 間の取 り組 み を活か し、少 ない情報量 で もその調査過程 での周辺情報を含め たデ

ータを加工 し、付加価値をつけ整理 し活用する事 が重要であると指摘 された。

人事異動等の頻繁 に求め られ る情報更新をどこまで追跡出来 るかに関 し、必要作業 と経

費の面か ら頻度や方法 を検討 する必要 が指摘 された。一方、データベースや文献 の所在情

報につ いては急激な増加 は考え られないので、更新頻度 は少な くなる と推察 された。技術

的には個人情報に関 し、パ ソコン通信 で本人がデ ータの更新をする方法 も考 えられる。

したがって、収集デ ータの評価 を行 い、情報の重要度の段階を分ける作業 を行い、重要

性に応 じた情報の価格帯 の設定を行 う事 で、利用者に とって蓄積情報の量だけでなく、質

(重要情報)の 高 さを伺わせ るDB構 築を進める事が課題 であ る。す なわ ち利 用者の第一

次的 な需要 を充足 しなが ら、 よ り高 い満足度 を与 え る情報蓄積 を指 向す る。本 データベ

ース構築 は、砂漠化防止条約の締結等世界的 な情勢 を考 えて も、我が国に とって必要 な事

業 と考 え られ るが、短期的に構築可能 なものではないので引き続 き関係省庁の理解 を得 る

ように努めたい。

(2)情 報 の範囲

将来 日本が乾燥地 、砂漠に仕事 を進 めてい く為 には、必ず情報源 について情報が必要で

あ り、それ らを整理 してい く一方 、情報収集 として経験の豊富な人 、機関に密接 に連絡を

取 り取材 し情報収集を行 う事が課題である。

利用者 にとって必要 な情報(例 えば個人)を 得 られれば、時間や費用 に換算出来 ない程

仕事の能率 は違 うので、個人的な繋 りだけで情報 を得ていたものが、或 る種 のル ール ・ル

ー トが出来 ることは、利用者が 目指 す情報へ的確 に到達 できる道具 として有 用 と指摘され

た。 また、 「砂漠問題」の原点 は海外の相手国、相手国の人 々なのでその人間情報を中心

に得 られることは換金で きない程の価値がある と指摘 された。
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したが って、 「ノウハ ウ」や 「ハ ウツウ」情報源 としての 「人」 をいかに商品化するか

を検討 し、その繋 りを緊密 にするために単にアンケー トの往復だけでな く、積極的な接触

を図 り情報の新鮮 さを保 ち、利用者 に安心感 を与えることが課題 となる。

情報 システム全般 の内容 と範囲、あるいは問題点 を検討するために、専門家に よる検討

委員会 を組織 し、定期的 にチ ェックする体制を作 る必要がある。本システムが効果的に運

営 されるため には、関係 する学会 ・企業の協力がぜひ必要である。

また今後 の情報収集に当たっては、情報元である各種団体,関 連機関 と砂漠関連情報の

収録 ・発行 の了解を得 る必要がある。著作権の関係 に加えて、 これ ら各機関の協力体制 を

築 くことがなによ り重要である。また、人の交流 の場、意見交換の場づ くりを進め る必要

がある。 これは、砂漠化問題の関係者が少ないか らこそ実施す る必要がある。そこで有益

な情報が得 られた り、交流の輪が広が ることによって、ネ ッ トワーク自体の価値 が高 まれ

ば、将来増 えてい くと考 えられ る関係者 にとって も情報システムは貴重な存在 になる。さ

らに、各省庁の保有 する情報が可能 な限 り提供 され るように、協調 的な対応 を求めて いく

必要 がある。事業 を主管 す る関係省 庁の取 り組み を横断的 に整理す ることは、関係者 に

とって有 用な情報にな る。

情報 を整理 する上で分野分類は欠かせ ない要件で あるが、砂漠化関連の適切 な分野分類

は関連す る分野 の幅が広 いため現在の ところ存在 しないといって よい。平成5年 度のアン

ケー ト調査では、試験的 に関係者 自身が必要 と考え られるキーワー ドを抽 出 した結果、多

方面 に渡 る分類項 目が300語 を越 すキーワー ドとして得 られた。 これ らの砂漠化防止技

術の キーワー ドには階層性が必要であるが、同時に一つの情報に対 して複数 の分類が考 え

られ るため、多重検索 が可能なよ うなキーワー ドの検討が必要 となる。

このように、砂漠化防止に関 しては技術体系が確立されたものではないので、関連情報

も必 ず しも砂 漠に限 った情報 ではない。そ こで 、既存のデー タベースや文献情報 などか

ら、分類項 目を参照 して必要な情報を検索すること自体が難 しい状況にある。この ような

現状 を打開す るには、国 内外の他の分類事例 との関連 を見極めなが ら砂漠化問題専 用の分

野分類が必要 と考え られる。
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(3)シ ステムに関 して

砂漠 の一般情報 、相手窓 口の検索な どの文字情報 だけをいくら読 んで も砂漠を知 った事

にはな らない。そ こで、単 に文字列情報の提供形態 に止 まらず、独 自或 は既存の他 の技術

との融合 によ りいわ ゆるマルチメデ ィア型の映像、音声等 を提供する事 を検討 し、次世代

の担い手(現 在の青少年)を 対象 に、よ り質の高 い情報提供の必要 を指摘 された。

したが って、カラー静止画等可能性 のあ る物 か ら取 り組 むマルチメデ ィア型デ ータベ

ースの検討 と情報ネ ッ トとしてインターネ ッ ト接続の検討が課題である
。

砂漠化防止技術情報 を情報サー ビス という点か らみ ると、ニーズ として利用者側 の意向

は、利用 しようという意識 は高 いが、その内容や料金など情報サービス次第 という意見 に

集約 できる。 これ は、経験的に既存のデー タベースや他の情報サービスに満足できるもの

が少 ないことも一因になっていると考 えられ る。

また、情報 サー ビスの利用料金 に対 して、かな り厳 しい見 方を して いるのが現状であ

り、情報サー ビス料金 を高額に設定 することは利用者確保の面か ら現実 的ではない。 した

がって 、文字情報サー ビス単独での採算性 を得るのは困難 と考 えられ、情報の付加価値 を

高める方策が必要である。

本 システムは、現在 の関係者数 が少 ないこと、利用者 を確保するには利用料金を低 く押

さえざ るを得 ない こと、情報更新頻度が低 いことなどか ら、採算性がかな り低 くな らざる

を得 ない。 したが って 、他 のサー ビスを含 めた総 合的 な会員サー ビスの一環 として情報

サー ビスを行 い有償化 を図 らなけれ ばならないが、本 システムの公的役割 もかな りな部分

を占め ることか ら、運用等については公的助成 が望 まれ る。

利用者 の種 々のニーズに答 えるため には、利用者の意見 ・関心 を把握 し、論議を喚起す

ることによって、よ り専 門的な知識 ・情報 を深め、人の交流 をうながす場が求め られ る。

いわば、現行の個人ネ ットワークによる情報交換をよ り広 く展開す ることである。情報 シ

ステム としては、利用者 に対する一方的な情報提供 だけではなく、利用者 をつ なぐ双方向

の情報交換機能が求め られ る。

ただ し、現時点では情報の範囲 を特定で きないこと、利用者間の情報交換 によって は新

たな情報ニーズが発生 することもある こと、現時点でデータ化 しにくい情報 も将来的 には
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格納す る可能性が あることなどを念頭に置 き、情報 システムの将来的な展開に対 しては柔

軟 に対応で きるよ うに配 慮すべ きと考え られる。

(4)波 及効果

我が国では砂漠化 防止 に関する調査 、研究 、プロジェク ト実施において十分 な知識 と経

験 を有する人材 は極 めて不足 してお り、若手 の砂漠化研究者 の育成が急務である。また、

各地 での事例研究 を進め、成果の蓄積を図 ることが重要である。このよ うな砂漠化防止関

連 の研究の蓄積強化 と若 年研究 者の育成の ためには、効率的な情報収集 を支援 することが

必要 であ り、そ こに砂漠化防止関連の情報化の意義 が求め られる。

海外情報、国内情報の調査作業を通 じ得 られたチ ャンネルを活 か し、人 との関係を重視

し、新 しい情報の商品化 として以下 の波及効果 を望 みながら、今後 とも事業 を継続 してい

きたい。

(a)砂 漠化防止関連 プロジェク トの調査研究 ・計画立案業務の効率化

(b)砂 漠化防止に係 わ る研究者 ・技術者 間の情報交流の活発化

砂漠化 防止 に必要な情報の所在や抄録が網羅的に入手で きるため、計画立案の効率化が

図れ る。計画立案 にあた っては特定地域のあ らゆる情報を集中的 に入手す る必要がある。

本 システムに よって地域 単位 に情報 を編集 し直す ことが可能 にな り、特定地域の包括的な

情報入手が図れる。 また 、人の活動 などか ら得 られる経験 ・知見の集積 によ り判断材料が

増加 するため、過去の経験をふ まえなが ら多角的に問題点の抽 出が可能 となる。特に、砂

漠化機構の解明な ど基礎的な調査研究にっ いては、長期的 な自然現象の観測が不可欠であ

り、本 システ ムに よって情報の蓄積 が図れる。

入手 した情報 に飽 きた らない人に とっては、キーパー ソンに直接 アクセスすることが可

能 とな り、互 いの意見交換 などよってよ り内容の濃い情報 の掘 り下 げが可能 となる。海外

の研究者 に とって も、本 システムが 日本の情報提供窓 口になることも可能 である。
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